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教 授   

訪問看護指示書の交付に係る医療機関及び訪問看護ステーションの連携に関する 

Web アンケート調査のご協力のお願い（周知依頼）  

 

 

謹啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。  

日頃より、日本訪問看護財団の事業へのご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、本年10月より定形郵便物をはじめとした郵便料金が変更されます。各保険法に

規定される指定訪問看護の提供に際しては、主治医からの訪問看護指示書（以下、「指

示書」）の交付を受ける必要があります。これについては、医療機関及び訪問看護ステ

ーションが連携しながら指示書のやり取りを行い、利用者・家族へ切れ目のない訪問看

護提供のため、ご尽力いただいていることと拝察します。 

訪問看護利用者が増加している昨今においては、指示書を交付する医療機関、受け取る

訪問看護ステーション双方の負担が増加していますが、この指示書の授受に関して、交付

に係る郵送料を訪問看護ステーションが「全利用者を負担している」との回答が最も多か

った（31.2％）過去の調査結果（「令和4年度診療報酬改定の要望に関するWebアンケート

調査（会員対象）」当財団実施）もあり、多様な実態があると推察しております。 

一方、担い手不足からの人的制約を見据え医療DXが政策として一層推進されていると

ころ、当財団としては、利用者・家族への切れ目のない訪問看護提供、医療機関・訪問

看護ステーションの負担軽減に資する指示書の電子的送受についても、是非、医療DXの

一環として取り入れていただきたいと考えております。このため、訪問看護ステーショ

ンにおける当該指示書の授受の状況について明らかにするため、緊急調査を実施する運

びとなりました。 

つきましては、貴会・貴センターの会員等に対し、下記のとおり本調査に関するご周

知をいただけますよう、何卒宜しくお願い申し上げます。 

 

御中  
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教 授   

訪問看護指示書の交付に係る医療機関及び訪問看護ステーションの連携に関する  

Web アンケート調査のご協力のお願い（協力依頼） 

 

 

謹啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。  

日頃より、日本訪問看護財団の事業へのご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、本年10月より定形郵便物をはじめとした郵便料金が変更されます。各保険法に

規定される指定訪問看護の提供に際しては、主治医からの訪問看護指示書（以下、「指

示書」）の交付を受ける必要があります。これについては、医療機関及び訪問看護ステ

ーションが連携しながら指示書のやり取りを行い、利用者・家族へ切れ目のない訪問看

護提供のため、ご尽力いただいていることと拝察します。 

訪問看護利用者が増加している昨今においては、指示書を交付する医療機関、受け取る

訪問看護ステーション双方の負担が増加していますが、この指示書の授受に関して、交付

に係る郵送料を訪問看護ステーションが「全利用者を負担している」との回答が最も多か

った（31.2％）過去の調査結果（「令和4年度診療報酬改定の要望に関するWebアンケート

調査（会員対象）」当財団実施）もあり、多様な実態があると推察しております。 

一方、担い手不足からの人的制約を見据え医療DXが政策として一層推進されていると

ころ、当財団としては、利用者・家族への切れ目のない訪問看護提供、医療機関・訪問

看護ステーションの負担軽減に資する指示書の電子的送受についても、是非、医療DXの

一環として取り入れていただきたいと考えております。このため、訪問看護ステーショ

ンにおける当該指示書の授受の状況について明らかにするため、緊急調査を実施する運

びとなりました。 

つきましては、下記のURLより本調査にご回答いただきますよう、何卒宜しくお願い申

し上げます。 

 

  



記 

 

調 査 名：「訪問看護指示書の交付に係る医療機関及び訪問看護ステーションの連携

に関する Web アンケート調査」 

 

調査対象：訪問看護ステーションの管理者 

     （別に医療機関向けにも同様に調査を行います）  

 

回答期限：令和 6 年 10 月 17 日まで 

 

回答方法：Web アンケート 

     〈URL〉https://forms.gle/S8NWojgXZsaRSiALA 

     〈QR コード〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答目安：約 10 分程度で終了します  

 

【 注 意 事 項 】  

・調査結果は、当財団にて集計の上、制度を所管される官署等に対する政策提言活動に

活用させていただきます。  

・取りまとめた結果については、当財団の調査研究報告書等を掲載するホームページ

に公表の上、今般周知等にご協力いただきました団体様を通じて電子メールにより

ご報告させていてだきます。  

・本調査では、事業所名等の固有の情報については一切収集いたしません。また、得ら

れた情報については、上記目的以外には使用いたしません。  

・回答は自由意志に基づき、任意でご回答ください。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【お問い合わせ先】  

 公益財団法人 日本訪問看護財団    担当：小林・大竹・平原  

 〒150-0001 東京都渋谷区神宮前 5-8-2 日本看護協会ビル 5F 

TEL：03-5778-7001（平日 9 時～17 時にお願いします）  FAX：03-5778-7009  

 

https://forms.gle/S8NWojgXZsaRSiALA

